
 

 

報 告 第 １ 号 

 

 

専決処分した事件の承認について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり

専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

 

令和７年２月２５日提出 

 

新居浜市長 古 川 拓 哉 

 

 

令和６年度新居浜市一般会計補正予算（第７号） 



 

 

報  告  第  ２  号  

 

 

専決処分した事件の承認について  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり

専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。  

 

令和７年２月２５日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

損害賠償の額の決定について  

 

 



 

 

○写  

処     分     書  

 

専  決  第  ２  号  

 

 

損害賠償の額の決定について  

 

公用車の交通事故による損害賠償の額を次のとおり決定する。  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専決処分する。  

 

令和７年１月３１日  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

１ 損害賠償の額    １２３万２，０００円  

 

２ 損害賠償の相手方  （省 略）  

 

 

３ 事故の概要  

令和６年７月２３日午前９時５分頃、市道大生院船木線     （省 略）    

  において、東進中の公用車が、対向車と行き違うため左に寄った際、相手方家屋

の軒に接触し、破損させた。  

 



 

 

議 案 第  １  号  

 

 

市道路線の認定について 

 

市道路線を次のとおり認定する。  

 

令和７年２月２５日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

認定する路線  

路線

番号 
路  線  名  

起     点  

終     点  
経     過     地  

１１６１ 中西町１番１号線  
中西町１８２４番 １１地先か
ら中西町１８２４番 １５地先
まで 

市道角野中学校南通り線から南へ中
西町１８２４番１５地先まで 

１１６２ 中西町１番２号線  
中西町１８２５番 １０地先か
ら中西町１８２５番 ８地先ま
で 

中西町１８２５番１０地先から西へ中西
町１８２５番８地先まで 

１１６３ 庄内町三丁目１０番線  
庄内町三丁目 ５４１番 ７地
先から庄内町三丁目 ５４１
番１２地先まで 

市道久保田庄内線から北へ庄内町
三丁目５４１番１２地先まで 

１１６４ 政枝町二丁目３番１号線  
政枝町二丁目１３４番 ４地
先から政枝町二丁目２２番
９地先まで 

市道神明土橋線から東へ政枝町二
丁目２２番９地先まで 

１１６５ 政枝町二丁目３番２号線  
政枝町二丁目２２番 １２地
先から政枝町二丁目２２番
１０地先まで 

政枝町二丁目２２番１２地先から北へ
政枝町二丁目２２番１０地先まで 

１１６６ 宇高町四丁目３番線  
宇高町四丁目１４２７番１地
先から宇高町四丁目１４２７
番６地先まで 

市道新田松神子線から北へ宇高町
四丁目１４２７番６地先まで 

１１６７ 船木国領１号線 
船木字国領甲４６８０番２地
先から船木字国領甲４６８０
番２地先まで 

市道桧の端上原線から南へ船木字国
領甲４６８０番２地先まで 

１１６８ 北内町一丁目６番１号線  
北内町一丁目２１７１番１地
先から北内町一丁目２１７０
番６地先まで 

市道駅裏角野線から東へ北内町一
丁目２１７０番６地先まで 

１１６９ 政枝本郷線 
政枝町三丁目３８５番 ２地
先から本郷一丁目８９７番
１地先まで 

一般県道新居浜港線から南へ一般
国道１１号新居浜バイパスまで 



 

 

１１７０ 本郷北筋線 
本郷一丁目 ８７９番 ２地先
から本郷一丁 目 ８３５番 ２
地先まで 

一般国道１１号新居浜バイパスから南
へ一般県道新居浜港線まで 

１１７１ 横水町８番１号線  
横 水 町 ２７７番 ２地 先 から
本郷一丁目 ９３１番 ３地先
まで 

一般県道新居浜港線から南へ本郷
一丁目９３１番３地先まで 

１１７２ 横水町８番２号線  
横 水 町 ２７７番 １地 先 から
横水町９３７番１地先まで 

一般県道新居浜港線から南へ横水
町９３７番１地先まで 

 

提案理由  

道路法第８条第２項の規定により、本市における未認定道路を市道に認定するため、

本案を提出する。  

 

 

参照条文  

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）抜粋  

 

（市町村道の意義及びその路線の認定）  

第８条 第３条第４号の市町村道とは、市町村の区域内に存する道路で、市町村長がそ

の路線を認定したものをいう。  

２ 市町村長が前項の規定により路線を認定しようとする場合においては、あらかじめ

当該市町村の議会の議決を経なければならない。  

３～５ （省 略）  



 

 

認定路線位置図  

 

１１６１ 中西町１番１号線  
 

 

 

 

主要地方道 

新居浜別子山線 起点 

終点 

中西町 

市道西蓮寺篠場線 

市道角野中学校南通り線 

新居浜市立角野中学校 

宮原町 



 

 

認定路線位置図  

 

１１６２ 中西町１番２号線  
 

 

 

 

主要地方道 

新居浜別子山線 

起点 
終点 

中西町 

市道西蓮寺篠場線 

市道角野中学校南通り線 

新居浜市立角野中学校 

宮原町 



 

 

認定路線位置図  

 

１１６３ 庄内町三丁目１０番線  
 

 

 

 

市道久保田庄内線 起点 

終点 

庄内町六丁目 

市道庄内３丁目中通り線 

市道庄内国領線 庄内町三丁目 



 

 

認定路線位置図  

 

１１６４ 政枝町二丁目３番１号線  
 

 

 

 

市道中央環状線 

起点 

終点 

中村松木一丁目 

市道横水西松木線 

市道神明土橋線 

ＪＲ予讃線 

政枝町二丁目 

尻無川 



 

 

認定路線位置図  

 

１１６５ 政枝町二丁目３番２号線  
 

 

 

 

市道中央環状線 

起点 

終点 

中村松木一丁目 

市道横水西松木線 

市道神明土橋線 

ＪＲ予讃線 

政枝町二丁目 

尻無川 



 

 

認定路線位置図  

 

１１６６ 宇高町四丁目３番線  
 

 

 

 

市道宇高中筋線 

起点 

終点 

宇高町三丁目 

市道宇高下原西筋線 

市道新田松神子線 

宇高町四丁目 



 

 

認定路線位置図  

 

１１６７ 船木国領１号線  
 

 

 

 

市道桧の端上原線 

主要地方道新居浜別子山線 

起点 

終点 

船木 

市道大生院船木線 



 

 

認定路線位置図  

   

１１６８ 北内町一丁目６番１号線  
 

 

 

 

市道北内北通り線 

起点 

終点 

宮原町 

市道喜光地山根線 

市道駅裏角野線 

北内町一丁目 



 

 

認定路線位置図  

 

１１６９ 政枝本郷線  
 

 

 

 

一般県道新居浜港線 

起点 

終点 

横水町 

一般国道１１号 

新居浜バイパス 

政枝町三丁目 

ＪＲ予讃線 

市道横水西松木線 

本郷一丁目 

東川 



 

 

認定路線位置図  

 

１１７０ 本郷北筋線  
 

 

 

 

市道本郷下通り線 

起点 

終点 本郷一丁目 

一般国道１１号 

新居浜バイパス 

一般県道新居浜港線 

市道本郷北支線 

本郷二丁目 



 

 

認定路線位置図  

 

１１７１ 横水町８番１号線  
 

 

 

 

終点 

本郷一丁目 

一般国道１１号 

新居浜バイパス 

ＪＲ予讃線 

一般県道新居浜港線 

起点 

市道横水松木線 

横水町 



 

 

認定路線位置図  

 

１１７２ 横水町８番２号線  
 

 

 

 

終点 

本郷一丁目 

一般国道１１号 

新居浜バイパス 

ＪＲ予讃線 

一般県道新居浜港線 

起点 

市道横水松木線 

横水町 



 

 

議 案 第 ２ 号 

 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の

制定について 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次のとおり

制定する。 

 

令和７年２月２５日提出 

 

新居浜市長 古 川 拓 哉 

 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

（新居浜市個人情報の保護に関する法律施行条例の一部改正） 

第１条 新居浜市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年条例第２８号）の一

部を次のように改正する。 

附則第７項及び第８項中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（新居浜市職員の給与に関する条例等の一部改正） 

第２条 次に掲げる条例の規定中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

（１）新居浜市職員の給与に関する条例（昭和３１年条例第１９号）第２２条の２第

３号及び第４号並びに第２２条の３第１項第１号及び第３項第１号 

（２）新居浜市職員の退職手当に関する条例（昭和３５年条例第１２号）第１３条第

１項第１号及び第５項第２号、第１４条の見出し及び同条第１項第１号、第１５

条第１項第１号並びに第１７条第４項 

（３）新居浜市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和４１年条例

第２２号）第４条第１号 



 

 

（４）新居浜市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和３９年条

例第６９号）第６条第１号 

（新居浜市吏員退隠料、退職給与金、死亡給与金及び遺族扶助料条例の一部改正）  

第３条 新居浜市吏員退隠料、退職給与金、死亡給与金及び遺族扶助料条例（昭和１７

年公布）の一部を次のように改正する。 

第８条第２号中「懲役若は禁錮の刑」を「拘禁刑」に改め、同条第３号中「禁錮」

を「拘禁刑」に改める。 

第１３条第３号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

第１７条第２号中「懲役若は禁錮の刑」を「拘禁刑」に改める。 

第２５条中「懲役又は禁錮の刑」を「拘禁刑」に改める。 

（新居浜市教育職員の退職年金及び退職一時金に関する条例の一部改正） 

第４条 新居浜市教育職員の退職年金及び退職一時金に関する条例（昭和３５年条例第

１４号）の一部を次のように改正する。 

第７条第１項第２号中「懲役若しくは禁錮
こ

の刑」を「拘禁刑」に改め、同項第３号

中「禁錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

第１５条第３号及び第２２条第２号中「禁錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

第２６条中「懲役又は禁錮
こ

の刑」を「拘禁刑」に改める。 

第４６条第１項中「懲役又は禁錮
こ

の刑」を「拘禁刑」に改め、同条第２項中「禁

錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年６月１日から施行する。 

（罰則の適用に関する経過措置） 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（新居浜市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

３ 刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）及び刑法等の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律（令和４年法律第６８号）並びに

この条例（次項においてこれらを「刑法等一部改正法等」という。）の施行前に犯し

た刑法等の一部を改正する法律第２条の規定による改正前の刑法（明治４０年法律第



 

 

４５号）第１３条に規定する禁錮（次項において「禁錮」という。）以上の刑（死刑

を除く。）が定められている罪につき起訴をされた者は、第２条（第１号に係る部分

に限る。）の規定による改正後の新居浜市職員の給与に関する条例第２２条の３第１項

（第１号に係る部分に限る。）及び第３項（第３号に係る部分に限る。）（これらの

規定を同条例第２３条第５項及び第２５条第６項において準用する場合を含む。）の

規定の適用については、拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。 

（新居浜市職員の退職手当に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

４ 刑法等一部改正法等の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められて

いる罪につき起訴をされた者は、第２条（第２号に係る部分に限る。）の規定による

改正後の新居浜市職員の退職手当に関する条例第１３条第１項及び第５項、第１４条

第１項（第１号に係る部分に限る。）並びに第１７条第４項並びに新居浜市職員の退

職手当に関する条例第１７条第３項の規定の適用については、拘禁刑が定められてい

る罪につき起訴をされた者とみなす。 

 

提案理由 

刑法の一部が改正され、懲役及び禁錮に代わり拘禁刑が創設されることによる所要の

条文整備を行うため、本案を提出する。 



 

 

議 案 第 ３ 号 

 

 

新居浜市営渡海船設置及び管理条例の一部を改正する条例の制定について 

 

新居浜市営渡海船設置及び管理条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和７年２月２５日提出 

 

新居浜市長 古 川 拓 哉 

 

 

新居浜市営渡海船設置及び管理条例の一部を改正する条例 

 

新居浜市営渡海船設置及び管理条例（平成１３年条例第１１号）の一部を次のように

改正する。 

第２条中「第９条」を「第８条」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 

提案理由 

海上運送法の一部改正に伴い、引用法令条項のずれが生じたことによる所要の条文整

備を行うため、本案を提出する。  



 

 

議 案 第 ４ 号 

 

 

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する

条例及び新居浜市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一

部を改正する条例の制定について 

 

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例及び新

居浜市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例を次の

とおり制定する。 

 

令和７年２月２５日提出 

 

新居浜市長 古 川 拓 哉 

 

 

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する

条例及び新居浜市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一

部を改正する条例 

 

（地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の一

部改正） 

第１条 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

（令和４年条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

附則第２条第２号及び第３号、第３条、第４条並びに第６条第６項中「第９条第３

項」を「第９条第２項」に改める。 

（新居浜市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 新居浜市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（令和４年条例第

３１号）の一部を次のように改正する。 



 

 

附則第２項中「第９条第３項」を「第９条第２項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

提案理由 

地方公務員法の一部を改正する法律の一部改正に伴い、引用法令条項のずれが生じた

ことによる所要の条文整備を行うため、本案を提出する。 



 

 

議  案  第  ５  号  

 

 

新居浜市職員の勤務時間及びその他の勤務条件に関する条例の一部を改正

する条例の制定について  

 

新居浜市職員の勤務時間及びその他の勤務条件に関する条例の一部を改正する条例を

次のとおり制定する。  

 

令和７年２月２５日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

新居浜市職員の勤務時間及びその他の勤務条件に関する条例の一部を改正

する条例  

 

新居浜市職員の勤務時間及びその他の勤務条件に関する条例（平成７年条例第２号）

の一部を次のように改正する。  

第８条の２第２項中「３歳に満たない」を「小学校就学の始期に達するまでの」に改

め、同条第３項中「職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、常態として当該子

を養育することができるものとして規則で定める者に該当する場合における当該職員を

除く。以下この項において同じ。）」を「職員」に改め、同条第４項後段中「養育」と

あり、第２項中「３歳に満たない子のある職員が、規則で定めるところにより、当該子

を養育」とあり、及び前項」を「養育する」とあり、及び前２項」に、「職員（職員の

配偶者で当該子の親であるものが、常態として当該子を養育することができるものとし

て規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。以下この項において同

じ。）」を「職員」に、「養育」とあるのは」を「養育する」とあるのは」に、「を介

護」を「を介護する」に改める。  



 

 

第１７条第１項中「定める者」を「定める者（第１８条の２第１項において「配偶者

等」という。）」に改める。  

第１８条の次に次の２条を加える。  

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認等）  

第１８条の２ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状況に至っ

たことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両立に資する制度又は

措置（以下この条及び次条において「介護両立支援制度等」という。）その他の事項

を知らせるとともに、介護両立支援制度等の申告、請求又は申出（同条において「請

求等」という。）に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じな

ければならない。  

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属する年度において、

前項に規定する事項を知らせなければならない。  

（勤務環境の整備に関する措置）  

第１８条の３ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるようにする

ため、次に掲げる措置を講じなければならない。  

（１）職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施  

（２）介護両立支援制度等に関する相談体制の整備  

（３）その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置  

第１９条第１項中「第２条から前条まで」を「第２条から第１８条まで」に改める。  

附 則  

この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 

提案理由  

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の一部改正

に伴い、時間外勤務の制限の対象となる職員の範囲を拡大するため、及び介護両立支援

制度等を利用しやすい勤務環境の整備に関する措置等を規定するため、本案を提出する。  

 



 

 

議  案  第  ６  号  

 

 

新居浜市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定について  

 

新居浜市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

令和７年２月２５日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

新居浜市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例  

 

（新居浜市職員の給与に関する条例の一部改正）  

第１条 新居浜市職員の給与に関する条例（昭和３１年条例第１９号）の一部を次のよ

うに改正する。  

第５条第５項中「次項の規定の適用を受ける」を「次項各号に掲げる」に、「４号

給（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が７級以上であるものにあって

は、３号給）」を「４号給」に改め、同条第６項中「５５歳を超える」を「次の各号

に掲げる」に、「昇給は」を「昇給は、当該各号に掲げる職員の区分に応じ」に改め、

同項に次の各号を加える。  

（１）５５歳を超える職員（次号に掲げる職員を除く。）  

（２）行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が８級であるもの  

第８条の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（扶養手当）」を付し、同条第

２項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第５号までを１号ずつ繰り上

げ、第６号を削り、同項に次の１号を加える。  

（５）重度心身障害者  

第８条第３項中「及び第３号から第６号まで」を「に該当する扶養親族（次項にお



 

 

いて「扶養親族たる子」という。）については１人につき１３，０００円、前項第２

号から第５号まで」に、「扶養親族（以下「扶養親族たる配偶者、父母等」とい

う。）」を「扶養親族」に、「もの（以下「行政職８級職員」という。）」を「も

の」に、「３，５００円）、同項第２号に該当する扶養親族（以下「扶養親族たる

子」という。）については１人につき１万円」を「３，５００円）」に改め、同条第

４項中「の間（以下「特定期間」という。）」を「の間」に、「特定期間に」を「当

該期間に」に改め、同条に次の１項を加える。  

５ 前各項に規定するもののほか、扶養親族の数の変更に伴う支給額の改定その他扶

養手当の支給に関し必要な事項は、規則で定める。  

第９条を次のように改める。  

第９条 削除  

第９条の３第１項第２号中「配偶者」を「配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係

と同様の事情にある者を含む。同条において同じ。）」に改める。  

第１０条第１項第１号中「ため交通機関」を「ため交通機関又は有料の道路（以下

この条において「交通機関等」という。）」に、「運賃」を「運賃又は料金（以下こ

の項から第３項までにおいて「運賃等」という。）」に、「（交通機関」を「（交通

機関等」に、「あって交通機関」を「あって交通機関等」に改め、同項第３号中「た

め交通機関」を「ため交通機関等」に、「運賃」を「運賃等」に、「（交通機関」を

「（交通機関等」に、「、交通機関」を「、交通機関等」に改め、同条第２項第１号

中「以下この号に」を「次項及び第５項に」に、「いう。）。」を「いう。）」に改

め、同号ただし書を削り、同項第３号中「交通機関」を「交通機関等」に、「額（１

箇月当たりの運賃等相当額及び前号に定める額の合計額が５万５，０００円を超える

ときは、当該職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、

５万５，０００円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額）」を「額」に改め、同

条第３項中「（第１号及び次項」を「（第１号、次項及び第５項」に、「いう。）で

その利用が市長が規則で定める基準に照らして通勤事情の改善に相当程度資するもの

であると認められるもの」を「いう。）」に、「係る運賃」を「係る運賃等」に、

「運賃相当額」を「運賃等相当額」に、「なる運賃」を「なる運賃等」に改め、同項

第１号を次のように改める。  



 

 

（１）特急列車等の利用に係る特別料金等に係る通勤手当 支給単位期間につき、市

長が規則で定めるところにより算出した当該職員の支給単位期間の通勤に要する

特別料金等の額に相当する額（第５項において「特別料金等相当額」という。）  

第１０条第４項中「国家公務員、職員以外の地方公務員又は市長が規則で定める法人に

使用される者（以下「国家公務員等」という。）であった者から引き続き」を「新たに」

に、「特急列車等でその利用が市長が規則で定める基準に照らして通勤事情の改善に相当

程度資するものであると認められるもの」を「特急列車等」に改め、同条中第８項を第９

項とし、第５項から第７項までを１項ずつ繰り下げ、第４項の次に次の１項を加える。  

５ 運賃等相当額をその支給単位期間の月数で除して得た額（交通機関等が２以上あ

る場合においては、その合計額）、第２項第２号に定める額、同項第４号又は第５

号の規定による加算額及び特別料金等相当額をその支給単位期間の月数で除して得

た額（特急列車等が２以上ある場合においては、その合計額）の合計額が１５万円

を超える職員の通勤手当の額は、前３項の規定にかかわらず、当該職員の通勤手当

に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、１５万円に当該支給単位

期間の月数を乗じて得た額とする。  

第１０条の２第３項中「国家公務員等であった者から引き続き」を「新たに」に、

「なり、これ」を「なったこと」に、「職員（任用の事情等を考慮して市長が規則で

定める職員に限る。）」を「職員」に改める。  

第１８条の２第１項中「勤務した」を「勤務をした」に改め、同条第２項中「週休

日等以外の日の午前０時から午前５時までの間」を「午後１０時から翌日の午前５時

までの間（週休日等に含まれる時間を除く。）」に、「勤務した」を「勤務をした」

に改め、同条第３項中「に定める額」を「に定める額（前２項に規定する勤務に従事

する時間を考慮して市長が規則で定める勤務をした職員にあっては、その額に１００

分の１５０を乗じて得た額）」に改め、同項第１号中「額（当該勤務に従事する時間

等を考慮して市長が規則で定める勤務をした職員にあっては、その額に１００分の

１５０を乗じて得た額）」を「額」に改める。  

第２３条の２第１項中「第８条、第９条」を「第８条」に改め、同条第２項中「第

８条、第９条、第９条の３、第１１条の２」を「第８条」に改める。  

別表第１を次のように改める。  



 

 

別表第１（第４条関係）  

行政職給料表  

 

職員の区分 職務

の級 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

定年前再任

用短時間勤

務職員以外

の職員 

 
円 円 円 円 円 円 円 円 

1 183,500 230,000 265,300 298,800 321,300 355,200 408,300 458,300 

2 184,600 231,500 266,300 300,300 323,100 356,900 410,200 463,800 

 
3 185,800 233,000 267,300 301,800 324,900 358,500 412,100 468,800 

 
4 186,900 234,500 268,300 303,200 326,600 360,100 413,900 473,500 

 
5 188,000 236,000 269,300 304,600 328,300 361,700 415,700 477,500 

 
6 189,700 237,500 270,300 305,700 330,000 363,500 417,500 481,000 

 
7 191,300 239,000 271,300 306,700 331,700 365,000 419,300 484,000 

 
8 192,900 240,500 272,300 307,900 333,400 366,600 421,100 486,500 

 
9 194,500 242,000 273,300 309,100 335,000 368,000 422,700 488,500 

 
10 196,200 243,400 274,300 310,700 336,700 369,600 424,200  

 
11 197,800 244,800 275,300 312,300 338,400 371,200 425,700  

 
12 199,400 246,200 276,400 313,900 340,000 372,700 427,200  

 
13 201,000 247,400 277,400 315,400 341,500 374,600 428,700  

 
14 202,700 248,600 278,700 317,000 343,100 376,500 430,000  

 
15 204,400 249,800 280,000 318,600 344,700 378,400 431,300  

 
16 206,100 251,000 281,200 320,200 346,200 380,200 432,500  

 
17 207,400 252,100 282,500 321,700 347,600 381,700 433,700  

 
18 209,000 253,200 283,800 323,400 349,300 383,500 435,000  

 
19 210,600 254,300 285,000 325,000 350,900 385,200 436,300  

 
20 212,100 255,400 286,200 326,600 352,500 386,800 437,500  

 
21 213,600 256,400 287,300 328,000 353,700 388,500 438,700  

 
22 215,200 257,400 288,500 329,700 355,200 389,900 439,500  

 
23 216,800 258,400 289,800 331,400 356,700 391,300 440,300  

 
24 218,400 259,400 291,100 333,000 358,200 392,700 441,100  

 
25 220,000 260,400 292,400 334,200 359,900 394,100 441,700  

 
26 221,700 261,300 293,400 336,100 361,700 395,300 442,300  

 
27 223,000 262,200 294,400 337,800 363,400 396,500 442,900  



 

 

 
28 224,300 263,100 295,500 339,400 365,100 397,500 443,500  

 
29 225,600 263,900 296,600 340,900 366,500 398,600 444,200  

 
30 226,700 264,700 297,800 342,500 367,800 399,800 445,000  

 
31 227,800 265,500 298,900 344,100 369,000 400,900 445,400  

 
32 228,900 266,300 300,100 345,700 370,400 402,000 446,100  

 
33 230,000 267,000 301,300 347,400 371,500 402,700 446,600  

 
34 231,100 267,800 302,600 349,200 372,400 403,400 447,000  

 
35 232,200 268,600 303,900 351,000 373,400 404,100 447,400  

 
36 233,300 269,300 305,200 352,800 374,500 404,800 447,800  

 
37 234,400 270,000 306,500 354,300 375,300 405,400 448,200  

 
38 235,400 270,800 307,800 355,700 376,200 406,000 448,600  

 
39 236,400 271,600 309,100 357,100 377,100 406,500 449,000  

 
40 237,300 272,300 310,400 358,500 377,900 406,900 449,300  

 
41 238,200 273,000 311,700 360,000 378,700 407,300 449,600  

 
42 239,100 273,800 313,000 360,800 379,500 407,500 450,000  

 
43 239,900 274,600 314,300 361,800 380,300 407,800 450,300  

 
44 240,700 275,300 315,400 362,800 381,000 408,100 450,600  

 
45 241,400 276,000 316,300 363,700 381,700 408,400 450,900  

 
46 242,000 276,700 317,600 364,800 382,400 408,700   

 
47 242,600 277,400 318,900 365,700 383,100 409,000   

 
48 243,200 278,100 320,200 366,700 383,800 409,300   

 
49 243,800 278,800 321,400 367,600 384,300 409,500   

 
50 244,400 279,500 322,700 368,300 384,900 409,800   

 
51 245,000 280,200 323,900 369,000 385,500 410,100   

 
52 245,500 280,900 325,100 369,600 386,200 410,400   

 
53 246,000 281,500 326,400 370,000 386,600 410,600   

 
54 246,400 282,200 327,500 370,600 387,200 410,900   

 
55 246,700 282,800 328,600 371,300 387,800 411,200   

 
56 247,000 283,500 329,700 372,000 388,300 411,500   

 
57 247,300 284,100 330,400 372,300 388,700 411,700   

 
58 247,600 284,800 331,300 373,000 389,300 412,000   

 
59 247,900 285,400 332,000 373,700 389,900 412,300   

 
60 248,200 286,100 332,800 374,300 390,400 412,500   

 
61 248,500 286,700 333,600 374,600 390,800 412,700   



 

 

 
62 248,800 287,400 334,000 375,100 391,300 413,000 

  

 
63 249,100 288,000 334,600 375,700 391,800 413,300 

  

 
64 249,400 288,500 335,300 376,300 392,400 413,500 

  

 
65 249,700 289,000 336,100 376,600 392,700 413,700 

  

 
66 250,000 289,600 336,800 377,200 393,100 414,000 

  

 
67 250,300 290,100 337,500 377,900 393,500 414,300 

  

 
68 250,600 290,700 338,100 378,500 393,900 414,500 

  

 
69 250,900 291,200 338,600 378,900 394,200 414,700 

  

 
70 251,200 291,700 339,200 379,400 394,500 415,000 

  

 
71 251,500 292,300 339,700 380,000 394,800 415,300 

  

 
72 251,800 292,900 340,300 380,500 395,000 415,500 

  

 
73 252,100 293,400 340,600 381,000 395,200 415,700 

  

 
74 252,400 293,900 341,100 381,600 395,500  

  

 
75 252,700 294,300 341,500 382,100 395,800  

  

 
76 253,000 294,600 341,900 382,400 396,000  

  

 
77 253,300 294,800 342,300 382,800 396,200  

  

 
78 253,600 295,100 342,800 383,300 396,500  

  

 
79 253,900 295,300 343,300 383,700 396,800  

  

 
80 254,200 295,600 343,800 384,100 397,000  

  

 
81 254,500 295,800 344,100 384,500 397,200  

  

 
82 254,800 296,000 344,500 385,000 397,500  

  

 
83 255,100 296,300 344,900 385,400 397,800  

  

 
84 255,400 296,500 345,300 385,800 398,000  

  

 
85 255,700 296,800 345,600 386,100 398,200  

  

 
86 256,000 297,100 346,000    

  

 
87 256,300 297,400 346,400    

  

 
88 256,600 297,700 346,800    

  

 
89 256,900 298,000 347,000    

  

 
90 257,200 298,300 347,400    

  

 
91 257,500 298,600 347,800    

  

 
92 257,800 299,000 348,200    

  

 
93 258,100 299,200 348,400    

  

 
94  299,400 348,800 

     

 
95 

 
299,700 349,200 

     



 

 

 
96 

 
300,100 349,500  

    

 
97 

 
300,300 349,800  

    

 
98 

 
300,600 350,200  

    

 
99 

 
301,000 350,600  

    

 
100 

 
301,400 351,000  

    

 
101 

 
301,600 351,500  

    

 
102 

 
301,900 351,900  

    

 
103 

 
302,200 352,300  

    

 
104 

 
302,500 352,700  

    

 
105 

 
302,700 353,200  

    

 
106 

 
303,000 353,600  

    

 
107 

 
303,300 353,900  

    

 
108 

 
303,600 354,200  

    

 
109 

 
303,800 354,700  

    

 
110 

 
304,200   

    

 
111 

 
304,600   

    

 
112 

 
304,900   

    

 
113 

 
305,100   

    

 
114 

 
305,300   

    

 
115 

 
305,600   

    

 
116 

 
306,000   

    

 
117 

 
306,200   

    

 
118 

 
306,400   

    

 
119 

 
306,700   

    

 
120 

 
307,000   

    

 
121 

 
307,400   

    

 
122 

 
307,600   

    

 
123 

 
307,900   

    

 
124 

 
308,200   

    

 
125 

 
308,500   

    

定年前再任

用短時間勤

務職員 

 
基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

 
円 円 円 円 円 円 円 円 

192,000 219,500 260,000 279,700 294,900 320,600 362,700 396,200 
 



 

 

（新居浜市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正）  

第２条 新居浜市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１７年条例第８号）

の一部を次のように改正する。  

第７条第５項を削り、同条第６項中「、第３項」を「及び第３項」に、「決定及び

前項の規定による特定任期付職員業績手当の支給」を「決定」に改め、同項を同条第

５項とする。  

第８条第１項中「第８条、第９条」を「第８条」に、「、第２１条及び第２３条」

を「及び第２１条」に改め、同条第２項中「第２条、第１８条の２第１項及び第２２

条第２項」を「第１８条の２第１項、第２２条第２項及び第２３条第２項第１号」に、

「給与条例第２条中「及び勤勉手当」とあるのは「、勤勉手当及び新居浜市一般職の

任期付職員の採用等に関する条例（平成１７年条例第８号。以下「任期付職員条例」

という。）第７条第５項に規定する特定任期付職員業績手当」と、給与条例」を「給

与条例」に、「及び任期付職員条例」を「及び新居浜市一般職の任期付職員の採用等

に関する条例（平成１７年条例第８号）」に、「１００分の１７２．５」を「１００

分の９５」と、給与条例第２３条第２項第１号中「１００分の１０５」とあるのは

「１００分の８７．５」に改める。  

（新居浜市の単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部

改正）  

第３条 新居浜市の単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準を定める条例

（昭和４３年条例第４号）の一部を次のように改正する。  

第４条の２第２号中「配偶者」を「配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。同条第１号において同じ。）」に改める。  

第５条第１号中「、交通機関」を「、交通機関又は有料の道路（以下この号及び第

３号において「交通機関等」という。）」に、「運賃」を「運賃又は料金（同号にお

いて「運賃等」という。）」に、「（交通機関」を「（交通機関等」に、「あって交

通機関」を「あって交通機関等」に、「第３号」を「同号」に改め、同条第３号中

「ため交通機関」を「ため交通機関等」に、「運賃」を「運賃等」に、「（交通機

関」を「（交通機関等」に、「、交通機関」を「、交通機関等」に改める。  

第１７条第２項中「第４条、第４条の２」を「第４条」に改める。  



 

 

（新居浜市企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）  

第４条 新居浜市企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２９年条例第２３

号）の一部を次のように改正する。  

第２条第３項中「勤勉手当、特定任期付職員業績手当」を「勤勉手当」に改める。  

第４条第２項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第５号までを１号

ずつ繰り上げ、第６号を削り、同項に次の１号を加える。  

（５）重度心身障害者  

第４条の２第２号中「配偶者」を「配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。同条第１項において同じ。）」に改める。  

第５条中「交通機関」を「交通機関又は有料の道路」に、「運賃」を「運賃又は料

金」に改める。  

第１０条の２第１項中「第１２条の２及び第１９条」を「第１９条」に改め、同条

第２項中「週休日等以外の日の午前０時から午前５時までの間」を「午後１０時から

翌日の午前５時までの間（週休日等に含まれる時間を除く。）」に改める。  

第１２条の２を削る。  

第１８条第２項中「第３条の３から第４条の２まで」を「第３条の３、第４条」に

改める。  

第１９条中「、第７条から第９条まで及び第１２条」を「及び第７条から第９条ま

で」に改める。  

（地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の一

部改正）  

第５条 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

（令和４年条例第３０号）の一部を次のように改正する。  

附則第６条第７項中「第８条、第９条、第９条の３、第１１条の２」を「第８条」

に改める。  

附則第７条中「第４条、第４条の２」を「第４条」に改める。  

附則第８条中「第３条の３から第４条の２まで」を「第３条の３、第４条」に改め

る。  

附 則  



 

 

（施行期日）  

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

（号給の切替え）  

２ 令和７年４月１日（以下「切替日」という。）の前日において新居浜市職員の給与

に関する条例（以下「給与条例」という。）別表第１の給料表の適用を受けていた職

員であって同日においてその者が属していた職務の級が附則別表に掲げられている職

務の級であったものの切替日における号給（次項及び同表において「新号給」とい

う。）は、切替日の前日においてその者が属していた職務の級及び同日においてその

者が受けていた号給（同表において「旧号給」という。）に応じて同表に定める号給

とする。  

（切替日前の異動者の号給の調整）  

３ 切替日前に職務の級を異にする異動をした職員及び市長の定めるこれに準ずるもの

をした職員の新号給については、その者が切替日において当該異動又は当該準ずるも

のをしたものとした場合との権衡上必要と認められる限度において、市長の定めると

ころにより、必要な調整を行うことができる。  

（令和８年３月３１日までの間における扶養手当に関する経過措置）  

４ 切替日から令和８年３月３１日までの間における第１条の規定による改正後の給与

条例（以下「改正後給与条例」という。）第８条の規定の適用については、同条第１

項中「支給する」とあるのは「支給する。ただし、次項第６号に該当する扶養親族に

係る扶養手当は、行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が８級であるもの

に対しては、支給しない」と、同条第２項中「  

（５）重度心身障害者  

」とあるのは  

「  

（５）重度心身障害者  

（６）配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）  

」

と、同条第３項中「１３，０００円」とあるのは「１１，５００円」と、「とする」

とあるのは「、前項第６号に該当する扶養親族については３，０００円とする」とす



 

 

る。  

５ 切替日から令和８年３月３１日までの間における第４条の規定による改正後の新居

浜市企業職員の給与の種類及び基準を定める条例第４条の規定の適用については、同

条第１項中「支給する」とあるのは「支給する。ただし、次項第６号に該当する扶養

親族に係る扶養手当は、管理規程で定める職員に対しては、支給しない」と、同条第

２項中「  

（５）重度心身障害者  

」とあるのは  

「  

（５）重度心身障害者  

（６）配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）  

」

とする。  

（通勤手当及び単身赴任手当に関する経過措置）  

６ 改正後給与条例第１０条第４項及び第１０条の２第３項の規定は、切替日前に新た

に給料表の適用を受ける職員となった者にも適用する。  

（再任用職員への特地勤務手当に関する経過措置）  

７ 切替日以後に新たに地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の４第３

項に規定する定年前再任用短時間勤務職員及び地方公務員法の一部を改正する法律

（令和３年法律第６３号）附則第９条第６項に規定する暫定再任用職員（以下この項

においてこれらを「再任用職員」という。）に対して適用されることとなる給与条例

第１１条の２の規定は、切替日以後に公署を異にする異動をした再任用職員又は切替

日以後に在勤する公署の移転があった再任用職員について適用する。  

（新居浜市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正）  

８ 新居浜市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年条例第２６

号）の一部を次のように改正する。  

第７条第２項及び第２１条第３項中「第１０条第６項から第８項まで」を「第１０

条第７項から第９項まで」に改める。  

（規則等への委任）  



 

 

９ 第２項から第７項までに定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が規則等で定める。  

附則別表（附則第２項関係）  

行政職給料表の適用を受ける職員の号給の切替表  

旧号給 
新 号 給 

３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

１ １ １ １ １ １ １ 

２ １ １ １ １ １ １ 

３ １ １ １ １ １ １ 

４ １ １ １ １ １ １ 

５ １ １ １ １ １ １ 

６ ２ １ １ １ １ １ 

７ ３ １ １ １ １ １ 

８ ４ １ １ １ １ １ 

９ ５ １ １ １ １ １ 

１０ ６ ２ ２ １ １ １ 

１１ ７ ３ ３ １ １ １ 

１２ ８ ４ ４ １ １ １ 

１３ ９ ５ ５ １ １ １ 

１４ １０ ６ ６ ２ １ １ 

１５ １１ ７ ７ ３ １ １ 

１６ １２ ８ ８ ４ １ １ 

１７ １３ ９ ９ ５ １ １ 

１８ １４ １０ １０ ６ ２ １ 

１９ １５ １１ １１ ７ ３ １ 

２０ １６ １２ １２ ８ ４ １ 

２１ １７ １３ １３ ９ ５ １ 

２２ １８ １４ １４ １０ ６ １ 

２３ １９ １５ １５ １１ ７ １ 

２４ ２０ １６ １６ １２ ８ ２ 

２５ ２１ １７ １７ １３ ９ ２ 

２６ ２２ １８ １８ １４ １０ ２ 

２７ ２３ １９ １９ １５ １１ ２ 



 

 

２８ ２４ ２０ ２０ １６ １２ ３ 

２９ ２５ ２１ ２１ １７ １３ ３ 

３０ ２６ ２２ ２２ １８ １４ ３ 

３１ ２７ ２３ ２３ １９ １５ ３ 

３２ ２８ ２４ ２４ ２０ １６ ３ 

３３ ２９ ２５ ２５ ２１ １７ ３ 

３４ ３０ ２６ ２６ ２２ １８ ４ 

３５ ３１ ２７ ２７ ２３ １９ ４ 

３６ ３２ ２８ ２８ ２４ ２０ ４ 

３７ ３３ ２９ ２９ ２５ ２１ ４ 

３８ ３４ ３０ ３０ ２６ ２２ ４ 

３９ ３５ ３１ ３１ ２７ ２３ ４ 

４０ ３６ ３２ ３２ ２８ ２４ ４ 

４１ ３７ ３３ ３３ ２９ ２５ ４ 

４２ ３８ ３４ ３４ ３０ ２６ ５ 

４３ ３９ ３５ ３５ ３１ ２７ ５ 

４４ ４０ ３６ ３６ ３２ ２８ ５ 

４５ ４１ ３７ ３７ ３３ ２９ ５ 

４６ ４２ ３８ ３８ ３４ ３０  

４７ ４３ ３９ ３９ ３５ ３１  

４８ ４４ ４０ ４０ ３６ ３２  

４９ ４５ ４１ ４１ ３７ ３３  

５０ ４６ ４２ ４２ ３８ ３４  

５１ ４７ ４３ ４３ ３９ ３５  

５２ ４８ ４４ ４４ ４０ ３６  

５３ ４９ ４５ ４５ ４１ ３７  

５４ ５０ ４６ ４６ ４２ ３８  

５５ ５１ ４７ ４７ ４３ ３９  

５６ ５２ ４８ ４８ ４４ ４０  

５７ ５３ ４９ ４９ ４５ ４１  

５８ ５４ ５０ ５０ ４６ ４２  

５９ ５５ ５１ ５１ ４７ ４３  

６０ ５６ ５２ ５２ ４８ ４４  

６１ ５７ ５３ ５３ ４９ ４５  



 

 

６２ ５８ ５４ ５４ ５０ 
  

６３ ５９ ５５ ５５ ５１ 
  

６４ ６０ ５６ ５６ ５２ 
  

６５ ６１ ５７ ５７ ５３ 
  

６６ ６２ ５８ ５８ ５４ 
  

６７ ６３ ５９ ５９ ５５ 
  

６８ ６４ ６０ ６０ ５６ 
  

６９ ６５ ６１ ６１ ５７ 
  

７０ ６６ ６２ ６２ ５８ 
  

７１ ６７ ６３ ６３ ５９ 
  

７２ ６８ ６４ ６４ ６０ 
  

７３ ６９ ６５ ６５ ６１ 
  

７４ ７０ ６６ ６６ ６２ 
  

７５ ７１ ６７ ６７ ６３ 
  

７６ ７２ ６８ ６８ ６４ 
  

７７ ７３ ６９ ６９ ６５ 
  

７８ ７４ ７０ ７０ ６６ 
  

７９ ７５ ７１ ７１ ６７ 
  

８０ ７６ ７２ ７２ ６８ 
  

８１ ７７ ７３ ７３ ６９ 
  

８２ ７８ ７４ ７４ ７０ 
  

８３ ７９ ７５ ７５ ７１ 
  

８４ ８０ ７６ ７６ ７２ 
  

８５ ８１ ７７ ７７ ７３ 
  

８６ ８２ ７８ ７８  
  

８７ ８３ ７９ ７９  
  

８８ ８４ ８０ ８０  
  

８９ ８５ ８１ ８１  
  

９０ ８６ ８２ ８２  
  

９１ ８７ ８３ ８３  
  

９２ ８８ ８４ ８４  
  

９３ ８９ ８５ ８５  
  

９４ ９０ 
     

９５ ９１ 
     



 

 

９６ ９２  
    

９７ ９３  
    

９８ ９４  
    

９９ ９５  
    

１００ ９６  
    

１０１ ９７  
    

１０２ ９８  
    

１０３ ９９  
    

１０４ １００  
    

１０５ １０１  
    

１０６ １０２  
    

１０７ １０３  
    

１０８ １０４  
    

１０９ １０５  
    

１１０ １０６  
    

１１１ １０７  
    

１１２ １０８  
    

１１３ １０９  
    

 

提案理由  

一般職の職員等について、人事院勧告に伴う一般職の国家公務員等の給与改定に準じ

て給料等の改定及び給与制度の総合的見直し等を行うため、本案を提出する。  



 

 

議  案  第  ７  号  

 

 

新居浜市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て  

 

新居浜市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

令和７年２月２５日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

新居浜市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例  

 

新居浜市職員の退職手当に関する条例（昭和３５年条例第１２号）の一部を次のよう

に改正する。  

第１０条第１１項第４号中「職業」を「安定した職業」に、「もの」を「者」に改め、

同条第１４項中「次の各号に掲げる退職手当ごとに、当該各号に定める」を「雇用保険

法第５６条の３第１項第１号に該当する者に係る就業促進手当について同条第４項の規

定により基本手当を支給したものとみなされる日数に相当する」に改め、同項各号を削

る。  

附則第１１項中「令和７年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に改める。  

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例による改正後の第１０条第１１項（第４号に係る部分に限り、同条第１５

項において準用する場合を含む。）の規定は、退職職員（退職した新居浜市職員の退



 

 

職手当に関する条例第２条第１項に規定する職員（同条第２項の規定により職員とみ

なされる者を含む。）をいう。以下この項において同じ。）であってこの条例の施行

の日以後に安定した職業に就いた者について適用し、退職職員であって同日前に職業

に就いた者に対する就業促進手当に相当する退職手当の支給については、なお従前の

例による。  

 

提案理由  

国家公務員退職手当法の一部改正に準じて、失業者の退職手当の支給要件を見直すた

め、及び特定退職者の退職手当の給付日数に関する暫定措置を延長するため、本案を提

出する。  



 

 

議 案 第 ８ 号 

 

 

新居浜市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

新居浜市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和７年２月２５日提出 

 

新居浜市長 古 川 拓 哉 

 

 

新居浜市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例 

（ 

新居浜市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例（平成２６年条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

第３６条第３項中「第６条第２項中」を「第６条第２項中「特定教育・保育施設（認

定こども園又は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）」とあるのは「特定教育・

保育施設（特別利用教育を提供している施設に限る。以下この項において同じ。）」

と、」に改める。 

第３７条第１項中「第４２条第３項第１号」を「第４２条第３項」に、「同号」を

「同項」に改める。 

第４２条第１項中「この項から第５項まで」を「この項から第７項まで」に改め、同

項第１号中「を行う」を「（次項において「保育内容支援」という。）を実施する」に

改め、同項第３号中「第４項第１号」を「第６項第１号」に改め、同条中第９項を第１１

項とし、第４項から第８項までを２項ずつ繰り下げ、第３項各号列記以外の部分を次の



 

 

ように改める。 

前項各号の代替保育連携協力者とは、第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力を

行う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるも

のをいう。 

第４２条第３項第１号中「当該特定地域型保育事業者」を「特定地域型保育事業者」

に、「小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者

（次号において「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。）」を「小規模保育事業Ａ型

事業者等」に改め、同項を同条第５項とし、同条第２項中「全てを満たすと認める」を

「いずれかを満たす」に、「前項第２号」を「第１項第２号」に改め、同項各号を次の

ように改める。 

（１）特定地域型保育事業者が代替保育連携協力者を適切に確保した場合には、次に掲

げる要件を満たすと市長が認めること。 

ア 特定地域型保育事業者と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の分担及

び責任の所在が明確化されていること。 

イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための措

置が講じられていること。 

（２）市長が特定地域型保育事業者による代替保育連携協力者の確保の促進のために必

要な措置を講じてもなお代替保育連携協力者の確保が著しく困難であること。 

第４２条中第２項を第４項とし、第１項の次に次の２項を加える。 

２ 市長は、特定地域型保育事業者による保育内容支援の実施に係る連携施設の確保が

著しく困難であると認める場合であって、次に掲げる要件を満たすと認めるときは、

前項第１号の規定を適用しないこととすることができる。 

（１）特定地域型保育事業者が保育内容支援連携協力者を適切に確保すること。 

（２）次に掲げる要件を満たすこと。 

ア 特定地域型保育事業者と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役割の分

担及び責任の所在が明確化されていること。 

イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするため

の措置が講じられていること。 

３ 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育



 

 

事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（第５項において「小規模保育事業Ａ型事業

者等」という。）であって、第１項第１号に掲げる事項に係る連携協力を行うものを

いう。 

附則第５条中「１０年」を「１５年」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 

提案理由 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の

運営に関する基準の一部改正に伴い、特定地域型保育事業に係る連携施設の確保に関す

る基準の緩和及び経過措置の期限の延長並びに所要の条文整備を行うため、本案を提出

する。 



 

 

議 案 第 ９ 号 

 

 

新居浜市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例の制定について 

 

新居浜市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例を次のとおり制定する。 

 

令和７年２月２５日提出 

 

新居浜市長 古 川 拓 哉 

 

 

新居浜市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

（ 

新居浜市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年条

例第２７号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１項第１号中「を行う」を「（次項において「保育内容支援」という。）を

実施する」に改め、同項第３号中「第４項第１号」を「第６項第１号」に改め、同条中

第５項を第７項とし、第４項を第６項とし、第３項各号列記以外の部分を次のように改

める。 

前項各号の代替保育連携協力者とは、第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力を

行う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるも

のをいう。 

第６条第３項第１号中「当該家庭的保育事業者等」を「家庭的保育事業者等」に、

「第２７条に規定する小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保

育事業を行う者（次号において「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。）」を「小規



 

 

模保育事業Ａ型事業者等」に改め、同項を同条第５項とし、同条第２項中「全てを満た

すと認める」を「いずれかを満たす」に、「前項第２号」を「第１項第２号」に改め、

同項各号を次のように改める。 

（１）家庭的保育事業者等が代替保育連携協力者を適切に確保した場合には、次に掲げ

る要件を満たすと市長が認めること。 

ア 家庭的保育事業者等と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の分担及び

責任の所在が明確化されていること。 

イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための措

置が講じられていること。 

（２）市長が家庭的保育事業者等による代替保育連携協力者の確保の促進のために必要

な措置を講じてもなお代替保育連携協力者の確保が著しく困難であること。 

第６条中第２項を第４項とし、第１項の次に次の２項を加える。 

２ 市長は、家庭的保育事業者等による保育内容支援の実施に係る連携施設の確保が著

しく困難であると認める場合であって、次に掲げる要件を満たすと認めるときは、前

項第１号の規定を適用しないこととすることができる。 

（１）家庭的保育事業者等が保育内容支援連携協力者を適切に確保すること。 

（２）次に掲げる要件を満たすこと。 

ア 家庭的保育事業者等と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役割の分担

及び責任の所在が明確化されていること。 

イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするため

の措置が講じられていること。 

３ 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、第２７条に規定する小規模保育事業Ａ型 

若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（第５項において「小規

模保育事業Ａ型事業者等」という。）であって、第１項第１号に掲げる事項に係る連

携協力を行うものをいう。 

第１６条第１項第２号中「栄養士」を「栄養士又は管理栄養士」に改める。 

第２９条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を

「２５人」に改める。 

第３１条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を



 

 

「２５人」に改める。 

第４４条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を

「２５人」に改める。 

第４７条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を

「２５人」に改める。 

附則第３条中「１０年」を「１５年」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 

提案理由 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、保育士等の配置基

準を改めるため、及び連携施設の確保に関する基準の緩和等を行うため、本案を提出す

る。 

 



 

 

議  案  第  １０  号  

 

 

新居浜市布設工事監督者及び水道技術管理者の資格等を定める条例の一部

を改正する条例の制定について  

 

新居浜市布設工事監督者及び水道技術管理者の資格等を定める条例の一部を改正する

条例を次のとおり制定する。  

 

令和７年２月２５日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

新居浜市布設工事監督者及び水道技術管理者の資格等を定める条例の一部

を改正する条例  

 

新居浜市布設工事監督者及び水道技術管理者の資格等を定める条例（平成２４年条例

第４０号）の一部を次のように改正する。  

第４条第１号中「の土木工学科」を「において土木工学科」に、「課程において衛生

工学若しくは水道工学に関する学科目」を「課程」に、「２年以上水道」を「３年以上

水 道 、 工 業 用 水道 、下 水 道 、 道 路 又は 河川 （ 以 下 こ の 条に おい て 「 水 道 等 」と い

う。）」に、「者」を「者（１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者に限る。）」に改め、同条第２号中「の土木工学科又はこれ」を「において機

械工学科若しくは電気工学科又はこれら」に、「課程において衛生工学及び水道工学に

関する学科目以外の学科目」を「課程」に、「３年以上水道」を「４年以上水道等」に、

「者」を「者（２年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限

る。）」に改め、同条第３号中「前期課程を」を「前期課程（以下「専門職大学前期課

程」という。）を」に、「高等専門学校」を「高等専門学校（次号において「短期大学



 

 

等」という。）」に、「同法による専門職大学の前期課程」を「専門職大学前期課程」

に、「修了した後」を「修了した後。同号において同じ。」に、「水道」を「水道等」

に、「者」を「者（２年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

に限る。）」に改め、同条第６号を同条第８号とし、同条第５号中「水道」を「水道

等」に、「者」を「者（５年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者に限る。）」に改め、同号を同条第７号とし、同条第４号中「中等教育学校」を

「中等教育学校（次号において「高等学校等」という。）」に、「水道」を「水道等」

に、「者」を「者（３年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

に限る。）」に改め、同号を同条第５号とし、同号の次に次の１号を加える。 

（６）高等学校等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修めて卒

業した後、８年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（４年

以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）であること。  

第４条第３号の次に次の１号を加える。  

（４）短期大学等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修めて卒

業した後、６年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（３年

以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）であること。  

第５条第１号を次のように改める。 

（１）前条第１号、第３号又は第５号に規定する学校において土木工学科若しくは土木

科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後（専門職大学前期課程にあっては、

修了した後。次号において同じ。）、同条第１号に規定する学校を卒業した者につ

いては３年以上、同条第３号に規定する学校を卒業した者（専門職大学前期課程に

あっては、修了した者。次号において同じ。）については５年以上、同条第５号に

規定する学校を卒業した者については７年以上水道に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者であること。 

第５条第２号中「及び第４号」を「又は第５号」に、「おいて土木工学以外の」を

「おいて」に、「に関する学科目」を「の課程」に、「相当する学科目」を「相当する

課程（土木工学科及び土木科並びにこれらに相当する課程を除く。）」に、「後（学校

教育法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した後）」を「後」に、「者（同

法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した者）」を「者」に、「同条第４



 

 

号」を「同条第５号」に改め、同条第４号中「前２号」を「前３号」に改める。 

附 則  

この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 

提案理由  

水道法施行令の一部改正に伴い、布設工事監督者及び水道技術管理者の資格の基準の

見直しを行うため、本案を提出する。  

 



 

 

議  案  第  １１  号  

 

 

新居浜市下水道条例の一部を改正する条例の制定について  

 

新居浜市下水道条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

令和７年２月２５日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

新居浜市下水道条例の一部を改正する条例  

 

新居浜市下水道条例（昭和５４年条例第２３号）の一部を次のように改正する。  

第６条中「が専属する」を「を選任している」に改める。  

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  

 

提案理由  

排水設備等の工事の実施に係る指定工事店の要件を改めるため、本案を提出する。  



 

 

議  案  第  １２  号  

 

 

新居浜市消防職員の任免、給与、服務に関する条例の一部を改正する条例

の制定について  

 

新居浜市消防職員の任免、給与、服務に関する条例の一部を改正する条例を次のとお

り制定する。  

 

令和７年２月２５日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

新居浜市消防職員の任免、給与、服務に関する条例の一部を改正する条例  

 

新居浜市消防職員の任免、給与、服務に関する条例（昭和２６年条例第３９号）の一

部を次のように改正する。  

目次中「第１条」を「第１条・第２条」に改める。  

第２３条の表に次のように加える。  

６ 災害応急対策派

遣手当 

１日につき ２，１６０円 災害が発生した本市の区域外の地域に派遣さ

れ、市長が著しく危険であると認める区域に

おいて災害応急対策の活動に従事した職員 

第２３条に次の１項を加える。  

２ 前項の規定にかかわらず、災害応急対策派遣手当を支給するときは、災害出場手当

及び救急業務手当は支給しない。  

附則第３項中「第２３条」を「第２３条第１項」に改める。  

附 則  

この条例は、令和７年４月１日から施行する。  



 

 

 

提案理由  

災害が発生した本市の区域外の地域に派遣され、災害応急対策の活動に従事した消防

職員に対し、災害応急対策派遣手当を支給するため、本案を提出する。  



 

 

議  案  第  １３  号  

 

 

新居浜市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改

正する条例の制定について  

 

新居浜市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正する条例

を次のとおり制定する。  

 

令和７年２月２５日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

新居浜市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改

正する条例  

 

新居浜市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和３９年条例第６９

号）の一部を次のように改正する。  

別表中  

「  

5年以上 

10年未満 

10年以上 

15年未満 

15年以上 

20年未満 

20年以上 

25年未満 

25年以上 

30年未満 

30年以上 

円 

239,000 

円 

344,000 

円 

459,000 

円 

594,000 

円 

779,000 

円 

979,000 

229,000 329,000 429,000 534,000 709,000 909,000 

219,000 318,000 413,000 513,000 659,000 849,000 

214,000 303,000 388,000 478,000 624,000 809,000 

204,000 283,000 358,000 438,000 564,000 734,000 

200,000 264,000 334,000 409,000 519,000 689,000 

」を  

「  



 

 

5年以上 

10年未満 

10年以上 

15年未満 

15年以上 

20年未満 

20年以上 

25年未満 

25年以上 

30年未満 

30年以上 

35年未満 

35年以上 

円 

239,000 

円 

344,000 

円 

459,000 

円 

594,000 

円 

779,000 

円 

979,000 

円 

1,079,000 

229,000 329,000 429,000 534,000 709,000 909,000 1,009,000 

219,000 318,000 413,000 513,000 659,000 849,000 949,000 

214,000 303,000 388,000 478,000 624,000 809,000 909,000 

204,000 283,000 358,000 438,000 564,000 734,000 834,000 

200,000 264,000 334,000 409,000 519,000 689,000 789,000 

」に改め

る。  

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後に退職した非常勤消防団員につい

て適用し、同日前に退職した非常勤消防団員については、なお従前の例による。  

 

提案理由  

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部改正に伴い、退職報

償金に係る勤務年数の区分を追加し、消防団員の処遇の改善を図るため、本案を提出す

る。  

 





























































































































 

 

議  案  第  ３０  号  

 

 

新居浜市建築関係手数料条例の一部を改正する条例の制定について  

 

新居浜市建築関係手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

令和７年３月６日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

新居浜市建築関係手数料条例の一部を改正する条例  

 

新居浜市建築関係手数料条例（平成１２年条例第１４号）の一部を次のように改正す

る。  

第３条第１項中「申請」を「申請又は通知」に改め、同条第２項ただし書中「、申

請」を「、申請又は通知」に、「以下」を「次項において」に、「申請書」を「申請書

又は通知書」に改め、同条第３項中「申請書」を「申請書又は通知書」に改める。  

第４条第３項中「次の各号のいずれかに該当する者」を「新居浜市が行う事業」に改

め、同項各号を削る。  

別表第１の１の項を次のように改める。  

    １  建築基準法

（昭和２５

年 法 律 第

２０１号。

以下「法」

という。）

第６条第１

項 （ 法 第

８７条第１

項において

建築物確

認申請等

手数料  

次に掲げる建築物の区分に応じ、申請又は通知１件

につき、それぞれ次に定める額とする。  

（１）建築物のエネルギー消費性能の向上等に関す

る法律（平成２７年法律第５３号）第２条第１

項第３号に規定する建築物エネルギー消費性能

基準（以下この項、５の項及び９の項において

「建築物エネルギー消費性能基準」という。）

に適合するかどうかの審査を受けない建築物  

次に掲げる床面積の合計の区分に応じ、それぞ

れ次に定める額  



 

 

準用する場

合 を 含

む。）の規

定に基づく

確認の申請

又 は 法 第

１８条第２

項 （ 法 第

８７条第１

項において

準用する場

合 を 含

む。）の規

定に基づく

計画の通知

に対する審

査 

ア  ３０平方メートル以内のもの  ９，０００

円  

イ  ３０平方メートルを超え１００平方メート

ル以内のもの １５，０００円  

ウ  １００平方メートルを超え２００平方メー

トル以内のもの ２２，０００円  

エ  ２００平方メートルを超え３００平方メー

トル以内のもの ２９，０００円  

オ  ３００平方メートルを超え１，０００平方

メートル以内のもの ５１，０００円  

カ  １，０００平方メートルを超え２，０００

平方メートル以内のもの ７２，０００円  

キ ２，０００平方メートルを超え１０，０００

平方メートル以内のもの ２１１，０００円  

ク １０，０００平方メートルを超え５０，０００

平方メートル以内のもの ３５５，０００円  

ケ  ５０，０００平方メートルを超えるもの  

６８７，０００円  

（２）建築物エネルギー消費性能基準に適合するか

どうかの審査を受ける建築物  次に掲げる床面

積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ア ３０平方メートル以内のもの ２４，０００

円  

イ  ３０平方メートルを超え１００平方メート

ル以内のもの ３０，０００円  

ウ  １００平方メートルを超え２００平方メー

トル以内のもの ３７，０００円  

エ  ２００平方メートルを超え３００平方メー

トル以内のもの ５７，０００円  

オ  ３００平方メートルを超え１，０００平方

メートル以内のもの ９６，０００円  

カ  １，０００平方メートルを超え２，０００

平方メートル以内のもの １１７，０００円  

キ  ２，０００平方メートルを超え５，０００

平方メートル以内のもの ２８１，０００円  

ク ５，０００平方メートルを超え１０，０００

平方メートル以内のもの ３０２，０００円  

ケ １０，０００平方メートルを超え５０，０００

平方メートル以内のもの ４４６，０００円  

コ  ５０，０００平方メートルを超えるもの  

７７８，０００円  

    
別表第１の３の項事務の欄中「に係る計画に同法」を「若しくは法第１８条第２項の



 

 

規定に基づく計画の通知に係る計画に法」に、「おける同法」を「おける法」に、「に

対する審査及び同法」を「の当該部分若しくは法第１８条第２項の規定に基づく計画の

通知の当該部分又は法」に、「準用する同法」を「準用する法」に、「の確認の申請」

を「の確認の申請若しくは法第８７条の４において準用する法第１８条第２項の規定に

基づく建築設備の計画の通知」に改め、同項名称の欄中「建築設備確認申請手数料」を

「建築設備確認申請等手数料」に改め、同項金額の欄中「６，０００円」を「７，０００

円」に改め、同表４の項事務の欄中「及び」を「若しくは」に、「同法」を「法」に、

「申請」を「申請又は法第８８条第１項若しくは第２項において準用する法第１８条第

２項の規定に基づく工作物の計画の通知」に改め、同項名称の欄中「工作物確認申請手

数料」を「工作物確認申請等手数料」に改め、同表５の項を次のように改める。  

    ５  法第７条第

１項の規定

に基づく完

了検査の申

請又は法第

１ ８ 条 第

２０項の規

定に基づく

完了の通知

に対する審

査 

建築物完

了検査申

請等手数

料  

次に掲げる建築物の区分に応じ、申請又は通知１件

につき、それぞれ次に定める額とする。  

（１）建築物エネルギー消費性能基準に適合するか

どうかの検査を受けない建築物 次に掲げる床

面積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める

額  

ア ３０平方メートル以内のもの １４，０００

円  

イ  ３０平方メートルを超え１００平方メート

ル以内のもの １７，０００円  

ウ  １００平方メートルを超え２００平方メー

トル以内のもの ２３，０００円  

エ  ２００平方メートルを超え３００平方メー

トル以内のもの ３１，０００円  

オ  ３００平方メートルを超え１，０００平方

メートル以内のもの ５２，０００円  

カ  １，０００平方メートルを超え２，０００

平方メートル以内のもの ７１，０００円  

キ ２，０００平方メートルを超え１０，０００

平方メートル以内のもの １６６，０００円  

ク １０，０００平方メートルを超え５０，０００

平方メートル以内のもの ２６８，０００円  

ケ  ５０，０００平方メートルを超えるもの  

５２８，０００円  

（２）建築物エネルギー消費性能基準に適合するか

どうかの検査を受ける建築物  次に掲げる床面

積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ア ３０平方メートル以内のもの ２０，０００



 

 

円  

イ  ３０平方メートルを超え１００平方メート

ル以内のもの ２３，０００円  

ウ  １００平方メートルを超え２００平方メー

トル以内のもの ２９，０００円  

エ  ２００平方メートルを超え３００平方メー

トル以内のもの ４２，０００円  

オ  ３００平方メートルを超え１，０００平方

メートル以内のもの ７２，０００円  

カ  １，０００平方メートルを超え２，０００

平方メートル以内のもの １０３，０００円  

キ  ２，０００平方メートルを超え５，０００

平方メートル以内のもの ２６３，０００円  

ク ５，０００平方メートルを超え１０，０００

平方メートル以内のもの ３２０，０００円  

ケ １０，０００平方メートルを超え２５，０００

平方メートル以内のもの ４６２，０００円  

コ ２５，０００平方メートルを超え５０，０００

平方メートル以内のもの ５１１，０００円  

サ  ５０，０００平方メートルを超えるもの  

７７１，０００円  

    
別表第１の６の項事務の欄中「に係る建築物に同法」を「若しくは法第１８条第２０

項の規定に基づく完了の通知に係る建築物に法」に、「おける同法」を「おける法」に、

「に対する審査及び同法」を「若しくは法第１８条第２０項の規定に基づく完了の通知

又は法」に、「準用する同法」を「準用する法」に、「の完了検査の申請」を「の完了

検査の申請若しくは法第８７条の４において準用する法第１８条第２０項の規定に基づ

く建築設備の完了の通知」に改め、同項名称の欄中「建築設備完了検査申請手数料」を

「建築設備完了検査申請等手数料」に改め、同表７の項事務の欄中「及び」を「若しく

は」に、「同法」を「法」に、「申請」を「申請又は法第８８条第１項若しくは第２項

において準用する法第１８条第２０項の規定に基づく工作物の完了の通知」に改め、同

項名称の欄中「工作物完了検査申請手数料」を「工作物完了検査申請等手数料」に改め、

同表８の項事務の欄中「申請」を「申請又は法第１８条第２８項の規定に基づく特定工

程の終了の通知」に改め、同項名称の欄中「建築物中間検査申請手数料」を「建築物中

間検査申請等手数料」に改め、同項金額の欄中「中間検査申請」を「申請又は通知」に

改め、同欄第４号中「５００平方メートル」を「３００平方メートル」に、「３３，０００



 

 

円」を「３４，０００円」に改め、同欄第５号中「５００平方メートル」を「３００平

方メートル」に改め、同欄第７号中「１６５，０００円」を「１６６，０００円」に改

め、同欄第８号中「２６８，０００円」を「２６９，０００円」に改め、同欄第９号中

「５５１，０００円」を「５５４，０００円」に改め、同表９の項を次のように改める。  

    ９  法第７条第

１項の規定

に基づく完

了検査の申

請（法第７

条の３第１

項の特定工

程に係るも

の に 限

る。）又は

法第１８条

第２０項の

規定に基づ

く完了の通

知（法第７

条の３第１

項の特定工

程に係るも

の に 限

る。）に対

する審査 

特定工程

に係る建

築物完了

検査申請

等手数料  

次に掲げる建築物の区分に応じ、申請又は通知１件

につき、それぞれ次に定める額とする。  

（１）建築物エネルギー消費性能基準に適合するか

どうかの検査を受けない建築物  次に掲げる床

面積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める

額  

ア ３０平方メートル以内のもの １４，０００

円  

イ  ３０平方メートルを超え１００平方メート

ル以内のもの １７，０００円  

ウ  １００平方メートルを超え２００平方メー

トル以内のもの ２２，０００円  

エ  ２００平方メートルを超え３００平方メー

トル以内のもの ３０，０００円  

オ  ３００平方メートルを超え１，０００平方

メートル以内のもの ５０，０００円  

カ  １，０００平方メートルを超え２，０００

平方メートル以内のもの ６６，０００円  

キ ２，０００平方メートルを超え１０，０００

平方メートル以内のもの １６１，０００円  

ク １０，０００平方メートルを超え５０，０００

平方メートル以内のもの ２６３，０００円  

ケ  ５０，０００平方メートルを超えるもの  

５２４，０００円  

（２）建築物エネルギー消費性能基準に適合するか

どうかの検査を受ける建築物  次に掲げる床面

積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ア ３０平方メートル以内のもの ２０，０００

円  

イ  ３０平方メートルを超え１００平方メート

ル以内のもの ２３，０００円  

ウ  １００平方メートルを超え２００平方メー

トル以内のもの ２８，０００円  

エ  ２００平方メートルを超え３００平方メー

トル以内のもの ４１，０００円  

オ  ３００平方メートルを超え１，０００平方

メートル以内のもの ７０，０００円  



 

 

カ  １，０００平方メートルを超え２，０００

平方メートル以内のもの ９８，０００円  

キ  ２，０００平方メートルを超え５，０００

平方メートル以内のもの ２５８，０００円  

ク ５，０００平方メートルを超え１０，０００

平方メートル以内のもの ３１５，０００円  

ケ １０，０００平方メートルを超え２５，０００

平方メートル以内のもの ４５７，０００円  

コ ２５，０００平方メートルを超え５０，０００

平方メートル以内のもの ５０６，０００円  

サ  ５０，０００平方メートルを超えるもの  

７６７，０００円  

    
別表第１に備考として次のように加える。  

備考  

１ １の項の床面積の合計は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める面積について算定する。  

（１）建築物を建築する場合（次号に掲げる場合及び移転する場合を除く。） 当

該建築に係る部分の床面積  

（２）確認を受けた建築物の計画の変更をして建築物を建築する場合（移転する場

合を除く。） 当該計画の変更に係る部分の床面積の２分の１（床面積の増加

する部分にあっては、当該増加する部分の床面積）  

（３）建築物を移転し、その大規模の修繕若しくは大規模の模様替をし、又はその

用途を変更する場合（次号に掲げる場合を除く。） 当該移転、修繕、模様替

又は用途の変更に係る部分の床面積の２分の１  

（４）確認を受けた建築物の計画を変更して建築物を移転し、その大規模の修繕若

しくは大規模の模様替をし、又はその用途を変更する場合 当該計画の変更に

係る部分の床面積の２分の１  

２ ５の項及び９の項の床面積の合計は、建築物を建築した場合（移転した場合を

除く。）にあっては当該建築に係る部分の床面積について算定し、建築物を移転

し、又はその大規模の修繕若しくは大規模の模様替をした場合にあっては当該移

転、修繕又は模様替に係る部分の床面積の２分の１について算定する。  

別表第２の１の項事務の欄中「第１８条第２４項第１号若しくは第２号（同法」を



 

 

「第１８条第３８項第１号若しくは第２号（これらの規定を法」に改め、同表９の項事

務の欄中「同法」を「法」に改め、同項金額（１件につき）の欄中「１６９，０００

円」を「１７０，０００円」に改め、同表１０の項、１５の項及び４３の項事務の欄中

「同法」を「法」に改め、同表４６の項事務の欄中「第２８条の４第３項第６号、第７

号ロ」を「第２８条の４第３項第６号若しくは第７号ロ」に、「第６３条第３項第６号、

第７号ロ」を「第６３条第３項第６号若しくは第７号ロ」に改め、同表４７の項金額

（１件につき）の欄第３号イ中「に掲げる建築物の建築、修繕又は模様替に係る部分

の」を「（１）又は（２）に掲げる」に、「それぞれ同欄に規定するところにより算定

した」を「それぞれ」に改め、同表４９の項金額（１件につき）の欄第２号イ中「に掲

げる建築物の建築、修繕又は模様替に係る部分の」を「（１）又は（２）に掲げる」に、

「それぞれ同欄に規定するところにより算定した」を「それぞれ」に改め、同表５２の

項及び５３の項事務の欄中「審査（」を「審査（同条例」に改め、同表５４の項金額

（１件につき）の欄第１号ア及びイを次のように改める。  

ア 都市の低炭素化の促進に関する法律第５４条第１項第１号に掲げる基準に適合

する旨を示す書面として市長が定めるものの交付を受けている場合 次に掲げる

建築物の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

（ア）住宅（人の居住の用以外の用途に供する部分（以下この項及び５６の項にお

いて「非住宅部分」という。）を有しないものに限る。以下この項及び５６の

項において同じ。） 申請に係る住戸の数について、次に掲げる戸数の区分に

応じ、それぞれ次に定める額  

ａ １戸 ６，１００円  

ｂ ２戸以上４戸以下 １１，９００円  

ｃ ５戸以上１５戸以下 ２５，０００円  

ｄ １６戸以上４５戸以下 ５５，４００円  

ｅ ４６戸以上 ９９，０００円  

（イ）非住宅建築物（人の居住の用に供する部分を有しない建築物をいう。以下こ

の項及び５６の項において同じ。） 床面積の合計について、次に掲げる面積

の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ａ ３００平方メートル未満 １１，８００円  



 

 

ｂ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満 ２０，３００円  

ｃ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満 ３２，８００

円  

ｄ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満 ９７，６００

円  

ｅ ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満 １５４，２００

円  

ｆ １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満 １９４，７００

円  

ｇ ２５，０００平方メートル以上 ２４３，２００円  

（ウ）複合建築物（住宅の部分及び非住宅部分を有する建築物をいう。以下この項

及び５６の項において同じ。） 次に掲げる申請の対象とする範囲の区分に応

じ、それぞれ次に定める額  

ａ 住宅の部分 申請に係る住戸の数について、（ア）に掲げる戸数の区分に

応じ、それぞれ（ア）に定める額  

ｂ 非住宅部分 床面積の合計について、（イ）に掲げる面積の区分に応じ、

それぞれ（イ）に定める額  

ｃ 住宅の部分及び非住宅部分 次に掲げる額を合算した額  

（ａ）申請に係る住戸の数について、（ア）に掲げる戸数の区分に応じ、それ

ぞれ（ア）に定める額と同一の額  

（ｂ）非住宅部分の床面積の合計について、（イ）に掲げる面積の区分に応じ、

それぞれ（イ）に定める額と同一の額  

イ その他の場合 次に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

（ア）住宅 次に掲げる審査の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ａ ｂ又はｃの基準以外の基準による審査 申請に係る住戸の数について、次

に掲げる戸数の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

（ａ）１戸（床面積の合計が２００平方メートル未満の住戸に限る。）  

４１，７００円  

（ｂ）１戸（床面積の合計が２００平方メートル以上の住戸に限る。）  



 

 

４６，６００円  

（ｃ）２戸以上４戸以下 ８３，９００円  

（ｄ）５戸以上１５戸以下 １３９，９００円  

（ｅ）１６戸以上４５戸以下 ２３８，３００円  

（ｆ）４６戸以上 ３４１，７００円  

ｂ 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年経済産業省・

国土交通省令第１号）第１０条第２号イ（２）及びロ（２）に掲げる基準に

よる審査 申請に係る住戸の数について、次に掲げる戸数の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額  

（ａ）１戸（床面積の合計が２００平方メートル未満の住戸に限る。）  

２１，５００円  

（ｂ）１戸（床面積の合計が２００平方メートル以上の住戸に限る。）  

２３，１００円  

（ｃ）２戸以上４戸以下 ４０，２００円  

（ｄ）５戸以上１５戸以下 ６９，５００円  

（ｅ）１６戸以上４５戸以下 １２５，８００円  

（ｆ）４６戸以上 １９０，４００円  

ｃ 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１０条第２号イ（１）及

びロ（２）に掲げる基準又は同号イ（２）及びロ（１）に掲げる基準による

審査 申請に係る住戸の数について、次に掲げる戸数の区分に応じ、それぞ

れ次に定める額  

（ａ）１戸（床面積の合計が２００平方メートル未満の住戸に限る。）  

３１，２００円  

（ｂ）１戸（床面積の合計が２００平方メートル以上の住戸に限る。）  

３４，５００円  

（ｃ）２戸以上４戸以下 ６２，０００円  

（ｄ）５戸以上１５戸以下 １０４，３００円  

（ｅ）１６戸以上４５戸以下 １８１，６００円  

（ｆ）４６戸以上 ２６５，７００円  



 

 

（イ）非住宅建築物 次に掲げる審査の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ａ ｂの基準以外の基準による審査 次に掲げる主要な用途の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額  

（ａ）工場、倉庫その他これらに類する用途（以下この項及び５６の項におい

て「工場等の用途」という。） 非住宅部分の床面積の合計について、次

に掲げる面積の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ⅰ ３００平方メートル未満 ２８，０００円  

ⅱ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満 ３７，７００

円  

ⅲ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満 ５２，３００

円  

ⅳ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満 １２３，５００

円  

ⅴ ５ ， ０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満  

１８２，５００円  

ⅵ １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満  

２２５，４００円  

ⅶ ２５，０００平方メートル以上 ２７８，８００円  

（ｂ）その他の用途 非住宅部分の床面積の合計について、次に掲げる面積の

区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ⅰ ３００平方メートル未満 ２７５，６００円  

ⅱ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満 ３４５，２００

円  

ⅲ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満 ４４５，５００

円  

ⅳ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満 ６３５，７００

円  

ⅴ ５ ， ０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満  

７８２，９００円  



 

 

ⅵ １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満  

９２５，４００円  

ⅶ ２５，０００平方メートル以上 １，０５５，６００円  

ｂ 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１０条第１号イ（２）及

びロ（２）に掲げる基準による審査 次に掲げる主要な用途の区分に応じ、

それぞれ次に定める額  

（ａ）工場等の用途 非住宅部分の床面積の合計について、次に掲げる面積の

区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ⅰ ３００平方メートル未満 ２３，１００円  

ⅱ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満 ３２，４００

円  

ⅲ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満 ４５，８００

円  

ⅳ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満 １１５，４００

円  

ⅴ ５ ， ０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満  

１７３，６００円  

ⅵ １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満  

２１５，７００円  

ⅶ ２５，０００平方メートル以上 ２６７，５００円  

（ｂ）その他の用途 非住宅部分の床面積の合計について、次に掲げる面積の

区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ⅰ ３００平方メートル未満 １０５，７００円  

ⅱ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満 １３４，４００

円  

ⅲ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満 １７６，９００

円  

ⅳ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満 ２８６，１００

円  



 

 

ⅴ ５ ， ０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満  

３７３，５００円  

ⅵ １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満  

４４８，８００円  

ⅶ ２５，０００平方メートル以上 ５２６，４００円  

（ウ）複合建築物 次に掲げる申請の対象とする範囲の区分に応じ、それぞれ次に

定める額  

ａ 住宅の部分 申請に係る住戸の数について、（ア）ａ、ｂ又はｃに掲げる

戸数の区分に応じ、それぞれ（ア）ａ、ｂ又はｃに定める額  

ｂ 非住宅部分 床面積の合計について、（イ）ａ（ａ）若しくは（ｂ）又は

ｂ（ａ）若しくは（ｂ）に掲げる面積の区分に応じ、それぞれ（イ）ａ

（ａ）若しくは（ｂ）又はｂ（ａ）若しくは（ｂ）に定める額  

ｃ 住宅の部分及び非住宅部分 次に掲げる額を合算した額  

（ａ）申請に係る住戸の数について、（ア）ａ、ｂ又はｃに掲げる戸数の区分

に応じ、それぞれ（ア）ａ、ｂ又はｃに定める額と同一の額  

（ｂ）非住宅部分の床面積の合計について、（イ）ａ（ａ）若しくは（ｂ）又

はｂ（ａ）若しくは（ｂ）に掲げる面積の区分に応じ、それぞれ（イ）ａ

（ａ）若しくは（ｂ）又はｂ（ａ）若しくは（ｂ）に定める額と同一の額  

別表第２の５４の項金額（１件につき）の欄第２号イ中「に掲げる建築物の建築、修

繕又は模様替に係る部分の」を「（１）又は（２）に掲げる」に、「それぞれ同欄に規

定するところにより算定した」を「それぞれ」に改め、同表５５の項金額（１件につ

き）の欄第２号イ中「に掲げる建築物の建築、修繕又は模様替に係る部分の」を

「（１）又は（２）に掲げる」に、「それぞれ同欄に規定するところにより算定した」

を「それぞれ」に改め、同表５６の項事務の欄中「第１２条第１項及び第１３条第２

項」を「第１１条第１項又は第１２条第２項」に改め、同項金額（１件につき）の欄第

１号中「掲げる審査」を「掲げる建築物」に改め、同号ア及びイを次のように改める。  

ア 住宅 次に掲げる審査の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

（ア）（イ）又は（ウ）の基準以外の基準による審査 申請に係る住戸の数につい

て、５４の項金額（１件につき）の欄（１）イ（ア）ａに掲げる戸数の区分に



 

 

応じ、それぞれ当該手数料の額と同一の額  

（イ）建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１条第１項第２号イ（２）

及びロ（２）に掲げる基準による審査 申請に係る住戸の数について、５４の

項金額（１件につき）の欄（１）イ（ア）ｂに掲げる戸数の区分に応じ、それ

ぞれ当該手数料の額と同一の額  

（ウ）建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１条第１項第２号イ（１）

及びロ（２）に掲げる基準又は同号イ（２）及びロ（１）に掲げる基準による

審査 申請に係る住戸の数について、５４の項金額（１件につき）の欄（１）

イ（ア）ｃに掲げる戸数の区分に応じ、それぞれ当該手数料の額と同一の額  

イ 非住宅建築物 次に掲げる審査の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

（ア）（イ）の基準以外の基準による審査  ５４の項金額（１件につき）の欄

（１）イ（イ）ａに掲げる主要な用途の区分に応じ、それぞれ当該手数料の額

と同一の額  

（イ）建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１条第１項第１号ロに掲げ

る基準による審査 ５４の項金額（１件につき）の欄（１）イ（イ）ｂに掲げ

る主要な用途の区分に応じ、それぞれ当該手数料の額と同一の額  

別表第２の５６の項金額（１件につき）の欄第１号に次のように加える。  

ウ 複合建築物 次に掲げる申請の対象とする範囲の区分に応じ、それぞれ次に定

める額  

（ア）住宅の部分 申請に係る住戸の数について、５４の項金額（１件につき）の

欄（１）イ（ア）ａ、ｂ又はｃに掲げる戸数の区分に応じ、それぞれ当該手数

料の額と同一の額  

（イ）非住宅部分  床面積の合計について、５４の項金額（１件につき）の欄

（１）イ（イ）ａ（ａ）若しくは（ｂ）又はｂ（ａ）若しくは（ｂ）に掲げる

面積の区分に応じ、それぞれ当該手数料の額と同一の額  

（ウ）住宅の部分及び非住宅部分 次に掲げる額を合算した額  

ａ 申請に係る住戸の数について、５４の項金額（１件につき）の欄（１）イ

（ア）ａ、ｂ又はｃに掲げる戸数の区分に応じ、それぞれ当該手数料の額と

同一の額  



 

 

ｂ 非住宅部分の床面積の合計について、５４の項金額（１件につき）の欄

（１）イ（イ）ａ（ａ）若しくは（ｂ）又はｂ（ａ）若しくは（ｂ）に掲げ

る面積の区分に応じ、それぞれ当該手数料の額と同一の額  

別表第２の５６の項金額（１件につき）の欄第２号中「、（１）イ（ア）」を「、５４

の項金額（１件につき）の欄（１）イ（イ）ｂ（ａ）」に、「（１）イ（ア）に定め

る」を「当該手数料の」に改め、同表５７の項事務の欄中「第１２条第２項及び第１３

条第３項」を「第１１条第２項又は第１２条第３項」に改め、同表５８の項事務の欄中

「第１１条」を「第１３条」に改め、同表５９の項事務の欄中「第３４条第１項」を

「第２９条第１項」に改め、同項金額（１件につき）の欄第１号ア中「第３４条第３

項」を「第２９条第３項」に改め、同号ア（ア）及び（イ）を次のように改める。  

（ア）建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３０条第１項第１号に

掲げる基準に適合する旨を示す書面として市長が定めるものの交付を受けてい

る場合 ５４の項金額（１件につき）の欄（１）アに掲げる建築物の区分に応

じ、それぞれ当該手数料の額と同一の額 

（イ）その他の場合 ５４の項金額（１件につき）の欄（１）イに掲げる建築物の

区分に応じ、それぞれ当該手数料の額と同一の額 

別表第２の５９の項金額（１件につき）の欄第１号イ中「第３４条第３項」を「第２９

条第３項」に改め、同欄第２号中「同法」を「法」に改め、同号イ中「金額の欄」を

「金額の欄（１）又は（２）」に、「建築物の建築、移転、修繕若しくは模様替又は用

途の変更に係る部分」を「床面積の合計」に、「それぞれ同欄に規定するところにより

算定した」を「それぞれ」に改め、同表６０の項事務の欄中「第３６条第１項」を「第

３１条第１項」に改め、同項金額（１件につき）の欄第２号中「同法」を「法」に改め、

同号イ中「金額の欄」を「金額の欄（１）又は（２）」に、「建築物の建築、移転、修

繕若しくは模様替又は用途の変更に係る部分」を「床面積の合計」に、「それぞれ同欄

に規定するところにより算定した」を「それぞれ」に改め、同表６１の項を削る。  

別表第３の２の項事務の欄中「同法」を「法」に改める。  

附 則  

この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 



 

 

提案理由  

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律の一部改正に伴う建築確認等の審

査範囲の拡大等により、受益者負担の適正化を図ることを目的として、建築関係手数料

の額を改定するため、及び所要の条文整備を行うため、本案を提出する。  



 

 

議  案  第  ３１  号  

 

 

新居浜市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について  

 

新居浜市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

令和７年３月６日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

新居浜市国民健康保険条例の一部を改正する条例  

 

新居浜市国民健康保険条例（昭和３５年条例第９号）の一部を次のように改正する。  

第１０条の２中「６５万円」を「６６万円」に改める。 

第１１条の５中「２４万円」を「２６万円」に改める。 

第１６条第１項中「６５万円」を「６６万円」に改め、同項第２号中「２９万

５，０００円」を「３０万５，０００円」に改め、同項第３号中「５４万５，０００

円」を「５６万円」に改め、同条第３項中「６５万円」を「６６万円」に、「２４万

円」を「２６万円」に改め、同条第４項中「６５万円」を「６６万円」に改める。  

第１６条の４第１項中「６５万円」を「６６万円」に改め、同条第３項中「６５万

円」を「６６万円」に、「２４万円」を「２６万円」に改め、同条第４項及び第５項中

「６５万円」を「６６万円」に改め、同条第７項中「６５万円」を「６６万円」に、

「２４万円」を「２６万円」に改め、同条第８項中「６５万円」を「６６万円」に改め

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 



 

 

（経過措置） 

２ 改正後の新居浜市国民健康保険条例の規定は、令和７年度以後の年度分の保険料に

ついて適用し、令和６年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

 

提案理由 

国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、保険料の基礎賦課限度額、後期高齢者支援

金等賦課限度額及び軽減措置の判定基準を改めるため、本案を提出する。  



 

 

議  案  第  ３２  号  

 

 

新居浜市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例の制定につい

て  

 

新居浜市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

令和７年３月６日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

新居浜市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例  

 

新居浜市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年条例第２３号）の一部を次のよう

に改正する。  

第５条第２項第２号中「９，１００円」を「９，７００円」に改め、同号ただし書中

「１４，２００円」を「１４，５００円」に改め、同条第３項中「第１号又は第３号か

ら第６号までのいずれか」を「第１号」に、「１人につき２１７円」を「１００円」に、

「３３３円」を「３８３円を、第３号から第６号までのいずれかに該当する扶養親族に

ついては１人につき２１７円」に改め、同条第４項中「の間（以下この項において「特

定期間」という。）」を「の間」に、「に特定期間」を「に当該期間」に改める。  

別表中  

「  

円 

１２，５００ 

円 

１３，３５０ 

円 

１４，２００ 

１０，８００ １１，６５０ １２，５００ 

９，１００ ９，９５０ １０，８００ 



 

 

」を  

「  

円 

１２，９００ 

円 

１３，７００ 

円 

１４，５００ 

１１，３００ １２，１００ １２，９００ 

９，７００ １０，５００ １１，３００ 

」に改める。  

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の第５条第２項及び第３項並びに別表の規定は、この条例の施行の日以後に

支給すべき事由の生じた新居浜市消防団員等公務災害補償条例第５条第１項に規定す

る損害補償（以下「損害補償」という。）並びに同日前に支給すべき事由の生じた同

日以後の期間に係る同条例第４条第３号に規定する傷病補償年金、同条第４号アに規

定する障害補償年金及び同条第６号アに規定する遺族補償年金（以下「傷病補償年金

等」という。）について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた損害補償（傷病補

償年金等を除く。）及び同日前に支給すべき事由の生じた同日前の期間に係る傷病補

償年金等については、なお従前の例による。  

 

提案理由  

非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部改正に伴い、消防団員等

に対する公務災害補償に係る損害補償の補償基礎額及びその加算額を改定するため、本

案を提出する。  

 



 

 

議  案  第  ３３  号  

 

 

工事請負契約の変更について  

 

黒島橋橋梁
りょう

更新工事の請負契約について、工事期間を次のとおり変更する。  

 

令和７年３月２１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

工 事 期 間  令和６年９月２０日から令和７年１０月３１日まで  

 

提案理由  

黒島橋橋 梁
りょう

更新工事の請負契約について、工事期間を変更するため、本案を提出す

る。  

 

 

参照条文  

 

新居浜市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（抜  粋）  

 

（議会の議決に付すべき契約）  

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定により議

会の議決に付さなければならない契約は、予定価格１億５，０００万円以上の工事又

は製造の請負とする。  
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議  会  議  案  第  １  号  

 

 

新居浜市議会の個人情報の保護に関する条例の一部を改正する条例の制定

について  

 

新居浜市議会の個人情報の保護に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定

する。  

 

令和７年３月２１日提出  

 

新居浜市議会議員 大 條 雅 久    

新居浜市議会議員 藤 原 雅 彦    

新居浜市議会議員 合 田 晋一郎    

新居浜市議会議員 田 窪 秀 道    

新居浜市議会議員 山 本 健十郎    

新居浜市議会議員 篠 原   茂    

新居浜市議会議員 仙 波 憲 一    

 

 

新居浜市議会の個人情報の保護に関する条例の一部を改正する条例  

 

新居浜市議会の個人情報の保護に関する条例（令和５年条例第４号）の一部を次のよ

うに改正する。  

第２条第１０項中「第２条第８項」を「第２条第９項」に改める。  

第１２条第５項中「まで及び第２９条」を「まで」に改め、同項の表中「第２条第９

項」を「第２条第１０項」に改める。  

第１７条第２項第１号ア中「又は報酬、」を「若しくは報酬若しくは」に、「その他」

を「又は」に改める。  
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第１８条第１項中「対し、議会の保有する」を「対し、」に改め、同条第２項中「以

下この章において」を「以下」に改める。  

第４７条中「第４章」を「前章」に改める。  

第４８条中「特定」を「特定に資する情報の提供」に改める。  

第５２条から第５４条までの規定中「懲役」を「拘禁刑」に改める。  

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。  

（１）第２条第１０項及び第１２条第５項の表の改正規定 令和７年４月１日  

（２）第５２条から第５４条までの改正規定及び次項の規定 令和７年６月１日  

（経過措置）  

２ 前項第２号に掲げる規定の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお

従前の例による。  

 

提案理由  

口頭説明  
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議  会  議  案  第  ２  号  

 

 

新居浜市議会委員会条例の一部を改正する条例の制定について  

 

新居浜市議会委員会条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

令和７年３月２１日提出  

 

新居浜市議会議員 大 條 雅 久  

新居浜市議会議員 藤 原 雅 彦  

新居浜市議会議員 合 田 晋一郎  

新居浜市議会議員 田 窪 秀 道  

新居浜市議会議員 山 本 健十郎  

新居浜市議会議員 篠 原   茂  

新居浜市議会議員 仙 波 憲 一  

 

 

新居浜市議会委員会条例の一部を改正する条例  

 

新居浜市議会委員会条例（平成３年条例第２１号）の一部を次のように改正する。  

第 １ ５ 条 の ２ 第 １ 項 第 １ 号 中 「 委 員 そ の 他 委 員 会 出 席 者 （ 以 下 「 委 員 等 」 と い

う。）」を「委員」に、「困難と判断される実情がある」を「困難であると認められ

る」に改め、同項第２号中「開催場所への」を「開催場所への委員の」に、「困難な委

員等からオンラインを活用した委員会の開催の求めがある」を「困難であると認められ

る」に改め、同条第２項中「委員等」を「委員」に、「よる出席（以下「オンライン出

席」という。）」を「よる出席」に改め、同条に次の２項を加える。  

３ オンライン委員会に、オンラインにより出席している委員は、この条例の規定の適

用については、当該オンライン委員会に出席しているものとみなす。  
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４ オンライン委員会の開催方法その他必要な事項は、議長が別に定める。  

第１６条中「出席（オンライン出席を含む。第２４条を除き、以下同じ。）をしなけ

れば」を「出席しなければ」に改める。  

第１７条第１項中「出席委員（オンライン委員会にオンライン出席をした委員（以下

「オンライン出席委員」という。）を含む。以下同じ。）」を「出席委員」に改める。  

第１８条ただし書中「出席をし」を「出席し」に改める。  

第２１条に次の１項を加える。  

２ 前項の規定により出席を求められた者が、オンラインによる出席を希望するときは、

委員長の許可を得なければならない。  

第２２条第２項中「オンライン出席委員」を「オンラインにより出席している委員」

に、「、オンライン出席」を「、オンラインによる出席」に改める。  

第２４条中「出席をして」を「出席して」に改める。  

第２５条第１項中「あらかじめ文書で」を「前条の規定によりあらかじめ」に改め、

同条に次の１項を加える。  

３ 公述人は、委員長が認めたときは、オンラインにより公聴会に出席することができ

る。  

第２６条第３項中「こと」を「こと（オンラインにより出席している公述人において

は、オンラインによる出席ができないようにすること）」に改める。  

第２９条第３項中「第２６条、第２７条及び第２８条」を「前３条」に改め、同項を

同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。  

３ 参考人は、委員長が認めたときは、オンラインにより委員会に出席することができ

る。  

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  

 

提案理由  

口頭説明  

 



 

 

議  会  議  案  第  ３  号  

 

 

新居浜市議会会議規則の一部を改正する規則の制定について  

 

新居浜市議会会議規則の一部を改正する規則を次のとおり制定する。  

 

令和７年３月２１日提出  

 

新居浜市議会議員 大 條 雅 久  

新居浜市議会議員 藤 原 雅 彦  

新居浜市議会議員 合 田 晋一郎  

新居浜市議会議員 田 窪 秀 道  

新居浜市議会議員 山 本 健十郎  

新居浜市議会議員 篠 原   茂  

新居浜市議会議員 仙 波 憲 一  

 

 

新居浜市議会会議規則の一部を改正する規則  

 

新居浜市議会会議規則（昭和４２年議会規則第１号）の一部を次のように改正する。  

目次中「、参考人」を「及び参考人」に改める。  

第８条第２項本文中「ときは」を「ときは、会議に宣告することにより」に改め、同

条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。  

３ 前項の規定にかかわらず、議長は、会議中でない場合であって緊急を要するときそ

の他の特に必要があると認めるときは、開議時刻を変更することができる。  

第１８条第１項を次のように改める。  

事件を撤回し、若しくは訂正しようとするとき、又は動議を撤回しようとするとき

は、当該事件又は動議が、会議の議題となる前においては議長の許可を、会議の議題



 

 

となった後においては議会の許可を得なければならない。  

第１８条第２項及び第３項中「承認」を「許可」に改める。  

第２０条中「とき又は」を「とき、又は」に改める。  

第２２条及び第２３条第２項中「又は」を「、又は」に改める。  

第２８条中「職員の点呼に応じて」を「議長の指示に従って」に、「投票を備付けの

投票箱に投入する」を「投票する」に改める。  

第３９条中「まって」を「待って」に改める。  

第４４条第２項中「審査」を「審査又は調査」に、「会議」を「議会」に改める。  

第４５条第２項中「ときは、」を「ときは、議会の承認を得て」に改める。  

第５３条第４項中「又は」を「、又は」に、「若しくは」を「、若しくは」に改める。  

第６６条中「しがたい」を「し難い」に改める。  

第６７条中「とろう」を「採ろう」に改める。  

第７０条第１項中「とろう」を「採ろう」に改め、同条第２項中「しがたいとき又

は」を「し難いとき、又は」に、「とらなければ」を「採らなければ」に改める。  

第７１条第１項中「とき又は」を「とき、又は」に、「とる」を「採る」に改める。  

第７５条ただし書中「とらなければ」を「採らなければ」に改める。  

第７６条第１項中「とらなければ」を「採らなければ」に改め、同条第２項及び第３

項中「とる」を「採る」に改める。  

「第１０節 公聴会、参考人」を「第１０節 公聴会及び参考人」に改める。  

第７９条第１項中「あらかじめ文書で」を「前条の規定によりあらかじめ」に改める。  

第８４条第１項中第１３号を第１４号とし、第１０号から第１２号までを１号ずつ繰

り下げ、第９号の次に次の１号を加える。  

（１０）議案の提出、撤回及び訂正に関する事項  

第８４条第２項中「速記法又は録音」を「録音その他議長が適当と認める方法」に改

める。  

第８５条中「含む。）」を「含む。）を」に改める。  

第９３条第１項中「第１７条第１項に規定するオンライン出席委員（以下「オンライ

ン出席委員」という。）を含む。第１３１条第２項及び第１３２条第１項を除き、」を

「第１５条の２第１項に規定するオンライン（以下「オンライン」という。）により出



 

 

席する委員（以下「オンライン出席委員」という。）を含む。」に改め、同条第２項中

「委員会条例第１５条の２第２項に規定するオンライン出席（以下「オンライン出席」

という。）」を「オンラインによる出席」に、「、オンライン出席」を「、オンライン

による出席」に改める。  

第９９条を次のように改める。  

第９９条 提出者が動議を撤回しようとするときは、当該動議が、会議の議題となる前

においては委員長の許可を、会議の議題となった後においては委員会の許可を得なけれ

ばならない。  

第１１７条の見出し中「発言」を「発言等」に改め、同条第１項中「議員」を「議員

（以下この条において「委員外議員」という。）」に改め、同条第２項中「委員でない

議員」を「委員外議員」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を

加える。  

２ 前項の場合において、オンライン委員会が開催されるときは、委員外議員は、委員

長の許可を得てオンラインにより出席することができる。  

第１１８条の見出し中「発言討論」を「発言及び討論」に改め、同条第２項中「委員

長がオンライン出席をした場合」を「オンライン委員会が開催される場合において、委

員長がオンラインにより出席したとき」に改める。  

第１２５条の見出し中「朗読」を「配布」に改め、同条中「しがたい」を「し難い」

に、「職員をして朗読させる」を「その写しを委員に配布する」に改め、同条に次のた

だし書を加える。  

ただし、やむを得ないときは、朗読をもって配布に代えることができる。  

第１２８条中「とろう」を「採ろう」に改める。  

第１３１条第１項中「とろう」を「採ろう」に改め、同条第２項中「しがたいとき又

は」を「し難いとき、又は」に、「とらなければ」を「採らなければ」に改める。  

第１３２条第１項中「とき又は」を「とき、又は」に、「とる」を「採る」に改める。  

第１３４条の２中「し難いとき若しくは」を「し難いとき、若しくは」に、「とき又

は」を「とき、又は」に、「認めるとき若しくは」を「認めるとき、若しくは」に改め

る。  

第１３６条ただし書中「とらなければ」を「採らなければ」に改める。  



 

 

第１３７条中「とる」を「採る」に改める。  

第１３８条第５項中「承認」を「許可」に改め、同条に次の１項を加える。  

６ 議員が請願の紹介を取り消そうとするときは、当該請願が、会議の議題となる前に

おいては議長の許可を、会議の議題となった後においては議会の許可を得なければな

らない。  

第１３９条の見出し中「請願文書表の作成及び」を「請願書の写しの」に改め、同条

第１項中「請願文書表を作成し、」を「請願書の写しを」に改め、同条第２項及び第３

項を削る。  

第１４０条第１項中「議長は、請願文書表の配布とともに」を「議長は」に改め、同

項ただし書を次のように改める。  

ただし、常任委員会に係る請願は、議会の議決で特別委員会に付託することができ

る。  

第１４０条第２項を次のように改める。  

２ 委員会の付託は、議会の議決で省略することができる。  

第１４０条第３項中「みなす」を「みなし、それぞれの委員会に付託する」に改める。  

第１４１条に次の１項を加える。  

３ 第１項の場合において、オンライン委員会が開催されるときは、紹介議員は、委員

長の許可を得てオンラインにより出席することができる。  

第１４２条第１項中「意見を付け、議会」を「議長」に改め、同条第２項中「あわせ

て報告し」を「付記し」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を

加える。  

２ 委員会は、必要があると認めるときは、請願の審査の結果に意見を付けることがで

きる。  

第１５２条中「外とう、襟巻、つえ」を「コート、マフラー」に改め、同条ただし書

中「により」を「により会議への出席に必要と認められる物であって」に、「の許可を

得たとき」を「にあらかじめ届け出たものについて」に改める。  

第１５７条の見出し中「資料等印刷物」を「資料等」に改め、同条中「資料、新聞紙、

文書等の印刷物」を「資料等」に改める。  

第１６０条第２項ただし書中「直近の」を「次の」に改める。  



 

 

第１６１条中「ことは」を「ことが」に改める。  

附 則  

この規則は、公布の日から施行する。  

 

提案理由  

口頭説明  

 



 

 

議  会  議  案  第  ４  号  

 

 

新居浜市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部

を改正する条例の制定について  

 

新居浜市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する

条例を次のとおり制定する。  

 

令和７年３月２１日提出  

 

新居浜市議会議員 大 條 雅 久  

新居浜市議会議員 藤 原 雅 彦  

新居浜市議会議員 合 田 晋一郎  

新居浜市議会議員 田 窪 秀 道  

新居浜市議会議員 山 本 健十郎  

新居浜市議会議員 篠 原   茂  

新居浜市議会議員 仙 波 憲 一  

 

 

新居浜市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部

を改正する条例  

 

新居浜市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（平成２０年条例

第２４号）の一部を次のように改正する。  

第６条第２項に次のただし書を加える。  

ただし、甲地方（新居浜市職員の旅費に関する条例別表第１備考第１項に規定する

甲地方をいう。）における宿泊料は、１夜につき１６，０００円とする。  

第６条に次の１項を加える。 



 

 

３ 議長は、航空機の利用が合理的又は経済的であると認められる場合は、航空機の利

用を許可することができる。 

附 則  

この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 

提案理由  

口頭説明  

 

 


